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令和６年度 第４回 札幌都心エネルギープラン推進委員会
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札幌市 都心まちづくり推進室

ｖ
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⑴ 制度概要

＜札幌都心Ｅ！まち開発推進制度について＞
■制度概要
• 札幌都心での建物建替えや増築などの開発計画において、事業者と札幌市が協働し、都心の目標の達成につなげるた
めの制度として、2022年5月より運用開始。

• 事業者は「脱炭素化」「強靭化」「快適性向上」につながる取組について計画の早い段階で札幌市へ事前協議を行う
とともに、建物を使用し始めてからのエネルギー消費量や計画内容について運用実績報告を行うもの。

• 対象区域内において建築物の新築・増築・改築及び大規模修繕等を行う建物のうち、延べ面積が5,000㎡を超えるも
のが対象。

• 「都心強化先導エリア」においては面積によらず対象。

• 「札幌都心Ｅ！まち開発推進制度」の運用開始と合わせて、「都心における開発誘導方針」の改定を行い、都心の脱
炭素化に資する取組について、容積率の緩和幅を拡大するなどの変更を行い、まちづくりと連動した効果的な取組誘
導を推進。

対象区域

■事前協議実績
• 累計２７件（２０２５年３月２４日時点）

■運用実績報告
• 累計０件（２０２５年３月２４日時点）

（令和７年度は７件の見込み）
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⑵ これまでの協議実績報告

協議済件数について

協議件数は、運用開始当初の想定（年間10件程度）
とおおむね同水準で推移している。

同時期における確認申請実績から、延べ面積ベース
では新築建物の約８割がＥ！まち協議の対象となっ
ている。

「低炭素」「強靭」「快適・健康」における各取組の評価点数について
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建物用途別の評価点数（全期間平均）

低炭素 強靭 快適・健康

建物規模

5,000㎡～
2,000㎡～
5,000㎡

～2,000㎡

601申請件数(件)都心強化
先導エリア 237,80701,210延べ面積(㎡)

171766申請件数(件)都心強化
先導エリア以外 251,07964,13463,561延べ面積(㎡)

＜参考＞

（ ）内の数値は都心強化先導エリア内における協議済件数

期間累計2024年度2023年度2022年度

22（７）５（３）７（０）10（４）新築

５（４）３（３）２（１）ー既存

27（11）８（６）９（１）10（４）合計

2022年度～2024年度におけるＥ！まち制度の対象区域における新築建物
の確認申請実績

対象外E!まち協議対象

8324申請件数(件)

78％22％割合

127,696490,096延べ面積(㎡)

21％79％割合

E!まち協議対象



導入あり

10

37%導入なし

17

63%

１ 札幌都心Ｅ！まち開発推進制度の進捗報告

5

⑵ これまでの協議実績報告

低炭素の取組

新築建物におけるＢＥＩ値

平均ＢＥＩ件数（件）年度

0.738 102022年度

0.720 ７2023年度

0.769 ５2024年度

0.743 ２２期間累計

新築建物におけるＺＥＢ、ＺＥＨーＭの認証件数※

新築建物における地域熱供給への接続件数 １００％再エネ電力の導入件数

※部分認証を含む

接続あり

8

89%

接続なし; 

1; 11%

認証取得

6

27%

取得なし

16

73%

協議対象件数：22

協議対象件数：９ 協議対象件数：27
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⑵ これまでの協議実績報告

新築建物における自立分散電源の整備 新築建物における一時滞在施設の整備

強靭の取組

協議対象区域全体 都心強化先導エリア内

協議対象件数：22

協議対象区域全体 都心強化先導エリア内

導入あり

10

45%

導入なし

12

55%

快適・健康の取組

新築建物における札幌らしい

季節感のある屋外空間の創出

新築建物における四季を通じ

快適に過ごせる屋内空間の創出

導入あり

9

41%

導入なし

13

59%

導入あり

8

36%
導入なし

14

64%

協議対象件数：７ 協議対象件数：22 協議対象件数：７

協議対象件数：22 協議対象件数：22

導入あり

6

86%

導入なし; 

1; 14%
導入あり

5

71%

導入なし; 

2; 29%
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⑶ 認定制度の開始について

令和７年度の早期に運用開始予定

認定ラベル

都心の開発案件における先進的な取組を広く明らかにするとともに、他の
計画に波及させること。
先進的な取組を行う建築物に対し、行政が認定することにより付加価値を
高めること。

「都心エネルギーマスタープラン」において示した将来像の実現に向けて基本
方針である「低炭素」「強靭」「快適・健康」それぞれに関する基準を設定。
都心部におけるエネルギー施策の推進に資する優れた取組について設定。
（「ゼロカーボン推進ビル」の認定基準とも整合を図るよう設定）

都心部におけるエネルギー施策の推進にあたり、特に優れた取組を実施
する建築物を「Ｅ！まちリーディングモデル」として認定するもの。

（１）概要

（２）目的

２.認定基準

（１）認定基準設定の考え方

１.認定制度とは

（２）認定基準

３.認定建築物の周知方法

４.運用開始快適・健康強靭低炭素

Ｅ！まち評価２つ星以上Ｅ！まち評価２つ星以上

電源途絶時の電力と熱の
確保

Ｅ！まち評価３つ星以上

ZEB、ZEHｰMの認証取得※

再エネ100％電力の利用

※既存建築物においては、ZEB、ZEHｰMの認証取得又はエネルギーマネジメントシステムの導入

基本方針に基づいた取組について以下の基準を全て満たしていること。

（３）対象
新築建物：Ｅまち協議において完了届を提出したもの
既存建物：自主協議の協議済書の通知を受けたもの

認定建築物の公表
札幌市が建築物名称、所在地、建築物外観及び認定
基準への適合状況を札幌市HPにて公表。

認定ラベルの表示
所有者等が認定ラベルをビルへの掲出や広報媒体等
への表示に活用。

事例紹介
札幌市が主催する講演、イベント等を通じて優れた
取組事例として紹介。
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⑴ アンケートの実施概要

① アンケート調査の項目

・都心部におけるエネルギー利用の実態等の把握

・ビル事業者等の脱炭素化等に関する意識調査

回収率回収数送付建物用途

61%62101事務所

67%23放送局

69%2435商業

100%33文化

83%56教育

80%45医療

41%1639宿泊

25%14共同住宅

59%117196合計

② アンケート調査の対象など

③ アンケート回収数

調査対象： 都心エネルギーマスタープランの計画対象区域及び周辺に立地する建物

調査期間： 令和６年９月～令和６年１０月

調査方法： アンケート調査票を郵送により配布

回収方法： 郵送またはＥメール

調査依頼数：１９６件



２ アンケート調査の実施報告について
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⑵ アンケートの調査結果の概要

ⅰ） 都心におけるエネルギー利用の状況

建物用途別の一次エネルギー消費量の推移

事務所、商業施設、文化施設、宿泊施設については、2023年度のエネルギー消費量は2012年度と比較して全体的
に減少（約10％～30％削減）しており、省エネ化が進展しているものと推察。一方、近年は、新型コロナウイル
ス感染症に係る行動制限の緩和等によりやや増加傾向。
病院や学校施設については、2020年度以降エネルギー消費量が増加しており、新型コロナウイルス感染症の対策
として換気量を増加したことによるものと推察。また、学校施設については、近年の猛暑対策としての夏季のエ
アコン利用もエネルギー消費量増加の要因と推察。

＜一次エネルギー消費量原単位の算出方法＞
• アンケート調査から得られた各建物の年間エネルギー利用量及びエネ

ルギー種別ごとの一次エネルギー消費量換算係数に基づき、建物用途
別の１㎡当りの原単位（MJ/㎡・年）を算出。

• 右のグラフは2012年度を100として各年度の値を指数で表示したもの。

商業施設
宿泊施設

病院

学校施設

事務所

文化施設

緊急事態宣言等
による制限

新型コロナ
２類から５類へ移行

（基準年度）

増減率建物用途

－11％事務所

－21％商業施設

－31％文化施設

－10％学校施設

＋25％病院

－21％宿泊施設

2023年度の一次エネルギー消費量削減率（2012年度比）

一次エネルギー消費量原単位の推移（2012年度比）



２ アンケート調査の実施報告について

⑵ アンケートの調査結果の概要

2023年度の街区ごとの一次エネルギー消費量の分布[GJ/年]

41,643

13,626

57,661 60,560 114,749

24,381 53,045 79,692

97,002 118,798 135,223 144,033

97,642 169,610

13,625 4,398

16,253

21,718 25,580 35,398 55,456 45,497 47,623

39,890

40,126

22,696 ～25,000
25,000～50,000
50,000～75,000
75,000～100,000
100,000～125,000
125,000～200,000
200,000～

2023年一次エネルギー消費量

単位：GJ/街区

39,693

61,198
35,165

62,835 169,981

66,664 116,393
87,321 81,575 25,894 39,469

83,772 49,406 56,007 52,912

27,233 27,850 48,392

19,632

53,001 50,633 46,966 39,364 45,704 63,255 88,117

28,077 36,284

61,009 63,815

10,036 8,500

48,079 77,488 59,212 82,323 50,570 102,372

11,259

113,198 94,970
24,172

53,794 11,339

100,926 107,054 125,419

58,146

29,434 24,827

58,836 25,386 29,976 77,406 97,785

84,220 115,504 121,122 94,615 103,193 75,401

71,043 26,491 28,057

3,297 5,238

33,870 53,203 36,220 49,391 79,563 104,089

125,294

112,752 90,951 109,730

31,545 36,158 24,415 26,834

33,354 45,858 77,974 60,378 40,757 76,143

119,788

18,799 37,237
30,801 70,695 63,251

32,287

81,434 70,295 99,224

162,353 125,027 100,229

30,037 49,863

77,597

19,077 53,392

58,143
59,973

49,421 62,103 48,911 43,580 29,021

10,812

42,309 31,667 42,928 63,478 38,600 51,048 76,714 88,952 82,034

126,888 11,809

41,257

48,766 62,135 60,688 63,596

140,030 207,512 237,875 244,819 210,584 217,547

17,506 43,126

73,291 126,828 104,895 87,516 102,445

52,289 142,867 100,242
138,753 130,061 98,328

88,375 42,833 47,204

14,763 27,805

100,822 240,759 114,304 130,344 143,862 49,821 42,038 44,974 137,498 0 46,339

111,200

107,135 133,201 147,044 74,919 42,257 36,409 18,399 51,436

7,650 21,319

43,101 6,999
40,909 173,743 126,490 99,240 53,948 9,177 51,511

139,904 44,019

119,699 115,484 145,356 676,338 0 20,952 47,870 34,249
24,234

0 124,408 113,910 31,122 42,106

105,902 67,904 165,849 115,203

27,811 107,696 119,570 73,155 126,746 30,934

51,226 59,814 現行計画における計画対象区域

札幌駅北口から大通公園の間のエリアにおいて、一次エネルギー消費量が突出して多い傾向。

計画対象区域における街区ごとの一次エネルギー消費量原単位の推移

11

＜街区ごとの一次エネルギー消費量の算出方法＞
• 2023年度における各街区ごとの建物用途別の延べ面積

（㎡）を集計し、前頁で算出した建物用途別の一次エネ
ルギー消費量原単位（MJ/年・㎡）を乗じて算出。



行った

27

27%

予定あり; 

11; 11%

予定なし

62

62%あり

13

11%

なし

100

86%

回答無し

4

3%
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⑵ アンケートの調査結果の概要

ⅱ） ビル事業者等の脱炭素化等に関する意識調査

建替えや建物の改修の計画について

竣工後の経過年

合計51年～
41年～
50年

31年～
40年

21年～
30年

～20年

13103000

Ｑ１ 今後、建物の建替計画がありますか？

図：建替計画の有無(N=117)

表：建替計画がある建物の件数

図：建物大規模改修の有無(N=100)

「建替計画あり」と回答した建物は全体の約11％

「建替計画なし」と回答した建物のうち竣工後51年以上経過している建物が約16％。

「建物の大規模改修の予定なし」と回答した建物のうち、竣工後25年以上経過している建物が約38％。

竣工からの経過年

合計51年～
41年～
50年

31年～
40年

21年～
30年

～20年

1001611191836

表：建物の大規模改修の予定がある建物の件数

Ｑ２ 建物の大規模改修を行いましたか？ 又は、今後大規模改修の予定は

ありますか？（Ｑ１において建て替え計画「なし」と回答した建物を
対象に集計）

件数
改修予定がない
建物の竣工年

4～1970年

41971年-1980年

91981年-1990年

71991年-2000年

152001-2010年

152011年-2020年

82020年-

表：改修予定がない建物の竣工年

↑約３８％が竣工から２５年
以上経過

竣工から改修までの経過年

合計51年～
41年～
50年

31年～
40年

21年～
30年

～20年

25041056

竣工からの経過年

合計51年～
41年～
50年

31年～
40年

21年～
30年

～20年

1121233

表：建物大規模改修の予定がある建物の件数

表：建物の大規模改修を実施した建物の件数

※改修時期の無回答が２件



２ アンケート調査の実施報告

⑵ アンケートの調査結果の概要

設備改修の計画について

建替計画がない建物において、照明設備及び空調設備の改修を実施した建物のうち約半分が竣工後30年経過後に
実施している。

築51年以上経過しても改修予定がない建物が一定数存在する。

行った

34

34%

予定あり; 9; 9%

予定なし

51

51%

回答無し; 

6; 6%

行った

33

33%

予定あり

17

17%

予定なし

41

41%

回答無し; 

9; 9%

Ｑ３ 以下の建築設備の大規模改修を行いましたか？ 又は、今後大規模改修の予定はありますか？

（Ｑ１において建物の建替計画「なし」と回答した建物を対象に集計）

〇照明設備

〇空調設備

竣工から改修までの経過年

合計51年～
41年～
50年

31年～
40年

21年～
30年

～20年

31151186

竣工からの経過年

合計51年～
41年～
50年

31年～
40年

21年～
30年

～20年

9１１232

竣工から改修までの経過年

合計51年～
41年～
50年

31年～
40年

21年～
30年

～20年

33258513

↑約半分が竣工後30年以上経過後に実施

竣工からの経過年

合計51年～
41年～
50年

31年～
40年

21年～
30年

～20年

17４４333

〇空調設備

表：照明設備の改修予定がある建物の件数

表：照明設備の改修を実施した建物の件数

表：空調設備の改修予定がある建物の件数

表：空調設備の改修を実施した建物の件数

↑約半分が竣工後40年以内での改修を予定

↑約半分が竣工後30年以上経過ごに実施

↑約半分が竣工後40年以内での改修を予定

竣工からの経過年

合計51年～
41年～
50年

31年～
40年

21年～
30年

～20年

41418325

表：照明設備の改修予定がない建物の件数

竣工からの経過年

合計51年～
41年～
50年

31年～
40年

21年～
30年

～20年

５043９7２7

表：空調設備の改修予定がない建物の件数

※改修時期の無回答が3件

↑改修予定がない建物のうち、築51年以上が4件 ↑改修予定がない建物のうち、築51年以上が4件 13

図：照明設備大規模改修の有無
(N=100) 図：空調設備大規模改修の有無

(N=100)



導入あり

39

33%

導入なし

74

63%

無回答

4; 4%

LEDのみ

34

29%

LED+蛍光灯

73

62%

蛍光灯のみ; 

8; 7%

無回答; 2; 2%

２ アンケート調査の実施報告
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⑵ アンケートの調査結果の概要

ＢＥＭＳの導入状況について

図：BEMSの導入有無
（N=117）

照明設備の種別について

図：照明器具の種類（N=117）

９割以上の建物でLEDが使用されており、LEDへの転換
が進んでいる。

件数
再エネ

自家発電設備

10※太陽光発電

０その他

再エネ設備の導入状況について

Ｑ６ 導⼊している再エネ電力による自家発電設備について、

種類と容量をお答えください。（複数回答可）

Ｑ７ 自家発電以外に再エネ電力を導⼊している場合は、

方法をお答えください（複数回答可）

表：再エネ自家発電設備

備考件数再エネ電力

0ｵﾝｻｲﾄPPA

0ｵﾌｻｲﾄPPA

FIT非化石証書３その他

表：導入している再エネ電力（N=117）

10件について太陽光発電設備が導入されている
が、発電容量は小規模なものが多い。

ＰＰＡやクレジットを活用した再エネ導入は進
んでいない。

Ｑ４ ご利用の照明設備の種類について、お答えください。

2

3

2

2

1

0 1 2 3 4

～5kW

6-10kW

11-20kW

21-30kW

31kW～

(件)

図：再エネ自家発電設備の容量（太陽光発電）
（N=117）

※公共施設６件、民間施設４件

Ｑ５ 建物のエネルギー管理システムとして、BEMSを導⼊していますか？

率（％）導入なし率（％）導入あり
建物の
延べ面積

91.7%118.3%1
5,000㎡
未満

74.1%2025.9%7
5000㎡～
10,000㎡未満

58.1%4341.9%31
10,000㎡
以上

３割以上の建物にＢＥＭＳが導入されている。

大規模な建物ほど導入が進んでいる。

表：建物規模別の導入状況（無回答を除く）



97

46

20

11

34

13

42

16

3

6

0 20 40 60 80 100 120

光熱費の削減

企業の取組PR

テナント誘致の差別化

テナント賃料の差別化

不動産価値の向上

ESG投資への期待

企業のCSRとして

利用者・テナントのニーズ

その他

無回答

(件)
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⑵ アンケートの調査結果の概要

省エネ性能向上に関する意識調査

Ｑ８ 建物の省エネ性能向上に関心がありますか？

Ｑ９ 建物の省エネ性能向上によりどのようなメリット
があるとお考えですか？（複数回答可）

Ｑ10 建物の省エネ性能向上に取り組む場合の課題は何ですか？
（複数回答可）

関心あり

取組あり

44

38%

関心あり取組なし

60

51%

関心がない; 

3; 3%

無回答; 10; 8%

23

24

43

86

44

0

4

0

4

14

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

情報が少ない

技術的支援が少ない

金銭的支援が少ない

初期費用の負担が大きい

費用対効果が小さい

制度上の制約

技術的な課題

メリットが少ない

その他

無回答

(件)

図：建物の省エネ性能向上のメリット（N＝117）

図：建物の省エネ性能向上に取り組む際の課題（N=117）

省エネ性能向上によるメリットとして「光熱費の削減」が最も多く選ばれている一方で、課題として「初期費用
負担が大きい」「金銭的支援が少ない」「費用対効果が小さい」等の導入コストに関する項目が多く選択されて
いる。

図：建物の省エネ性能向上への関心（N=117）

←関心ありが89%



関心あり取組あり; 
21; 18%

関心あり取組なし
69

59%

関心がない; 
15; 13%

無回答; 12; 10%

56
51

18
8

26
13

41
14

3
2

0 10 20 30 40 50 60

光熱費の削減
企業の取組PR

テナント誘致の差別化
テナント賃料の差別化

不動産価値の向上
ESG投資への期待
企業のCSRとして

利用者・テナントのニーズ
その他
無回答

（件）
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⑵ アンケートの調査結果の概要

再エネ導入に関する意識調査（1/2）

再生可能エネルギー導入には77％が「関心あり」と回答している。

再エネを導入する理由として「光熱費の削減」「企業の取組PR」「企業のCSR」が多く選択されている。

導入にあたっての課題として省エネ性能向上と同様に「初期費用の負担が大きい」など導入コストに関する項目
が多く選択されている。

Ｑ11 再生可能エネルギーの導⼊について関心がありますか？

Ｑ12 再生可能エネルギーを導⼊する理由は何ですか？（複数回答可）

Ｑ13 再生可能エネルギーの導⼊にあたり課題となることは何ですか？

（複数回答可）

図：建物の省エネ性能向上への関心（N=117）

27

20

44

72

47

0

0

0

7

16

0 20 40 60 80

情報が少ない

技術的支援が少ない

金銭的支援が少ない

初期費用の負担が大きい

費用対効果が小さい

制度上の制約

技術的な課題

メリットが少ない

その他

無回答

（件）

←関心ありが77%

図：再生可能エネルギー導入のメリット（N＝117）

図：再生可能エネルギー導入の課題（N=117）



２ アンケート調査の実施報告について
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⑵ アンケートの調査結果の概要

Ｑ14 再生可能エネルギー由来電力の調達手法としてご存知であ

るものをお答えください。（複数回答可）

再エネ由来電力の調達手法として「小売電気事業者からの購入」が認知されている一方で、「無回答」の数も多く、
再エネ由来電力への興味関心がない事業者が一定程度存在していることが想定される。

電気や燃料を購入する際に優先することとして「価格の安さ」「価格の安定性」「災害時における供給の継続性」が
多く選択されている。

札幌市の脱炭素化支援策については、「無回答」の数が多く、認知されていない。

Ｑ15 電気や燃料を購⼊する際に優先することは何ですか

（複数回答可）

Ｑ16 札幌市の脱炭素化支援策のうち、ご存知であるものをお答

えください。（複数回答可）

Ｑ17 札幌市の脱炭素化支援策のうち、活用を検討したいもの

をお答えください。（複数回答可）

69

20

21

34

29

0

37

0 10 20 30 40 50 60 70 80

小売電気事業者からの購入

オンサイトPPA

オフサイトPPA

非化石証書の購入

クレジットの購入

その他

無回答

（件）

80

78

74

35

38

0

10

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

価格の安さ

価格の安定性

災害時における供給の継続性

環境性

エネルギー供給事業者の経営の安定

その他(自由回答)

無回答

（件）

19

21

17

3

69

0 10 20 30 40 50 60 70 80

SAPP_RO再エネ共同購入プロジェクト

太陽光発電設備導入補助金制度

ゼロカーボン推進ビル認定制度

その他(自由回答)

無回答

（件）

9

11

15

4

81

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

SAPP_RO再エネ共同購入プロジェクト

太陽光発電設備導入補助金制度

ゼロカーボン推進ビル認定制度

その他(自由回答)

無回答

（件）

再エネ導入に関する意識調査(2/2)

「無回答」の中には
支援策の活用を検討していな
いもののほか、支援策を知ら
ないとの回答が含まれている

ものと推察。

図：認知している再生可能エネルギーの調達手法（N=117）

図：電気や燃料を購入する際に優先すること（N=117）

図：認知している札幌市の脱炭素化支援策（N=117）

図：活用を検討したい札幌市の脱炭素化支援策（N=117）
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⑴ 「低炭素」の取組の進捗

現計画対象区域におけるCO2排出量の推移

[t-CO２/年]

2030年中間目標
約５８％削減
(約509,000t削減)

2050年目標
８０％削減
(約703,000t削減)

＜参考＞オフセットによるCO2削減量について
• 左のグラフにはオフセットによるCO2排出量は考慮さ

れていない。
• これまでのＥ！まち協議により100％再エネ電力を導

入する建物（累計10件、延べ面積約29万㎡）におけ
るCO2削減量（推計値）は約17,400[t-CO2/年]。

• オフセットによるCO2削減量の対象区域全体への反映
の考え方については引き続き検討。

都心におけるCO2排出量の推移

2023年度時点で
約３０％削減
(約262,500t削減)

建物やDHCにおける省エネ化の進展や系統電力のCO2排出係数の低減により、2023年度のCO2排出量は2012年度比
で約30％削減。

2021年度から2023年度にかけてCO2排出量が増加しているが、新型コロナウイルス感染症に係る行動制限の緩和
によるものと推察。

2050年度の目標値は達成する見込みであるものの、2030年度の中間目標や2050年ゼロカーボンの達成のために
は、より一層CO2排出削減に取り組む必要がある。

低炭素の目標
2050年までに建物から排出される

CO2を2012年比で80％削減

＜CO2排出量の算出方法＞
計画対象区域における建物の用途別床面積（㎡）に用途
別のCO2排出量原単位（t-CO2/年・㎡）を乗じて算出。
※１建物の用途別床面積：都市計画基礎調査により

抽出
※２アンケート調査から得られた各用途毎のエネルギー

使用量を基に算出

2030年度推計値
約４６％削減
(約404,000t削減)

2050年度推計値
約８７％削減
(約764,000削減)
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⑵ 「強靭」の取組の進捗

【２０２４年度時点の自立分散電源比率】（実績）
自立分散電源（20,228ｋW） ÷ 契約電力推計（１08,536kW） ＝18.6％

【２０３０年度時点の自立分散電源比率】（見込み）
自立分散電源（３３,308ｋW） ÷ 契約電力推計（１２1,４５4kW） ＝２7.4％

自立分散電源比率の推移

＜自立分散電源比率の算出方法＞
「自立分散電源比率（％）」
＝「自立分散電源容量（kW）」÷「推計契約電力（kW）」

• 「自立分散電源容量（kW）」
都心強化先導エリアに設置されているコジェネ及び非常用発電機
（運転可能時間72時間以上）の電源容量の集計。

• 「推計契約電力（kW）」
都心強化先導エリア内における建物用途別の床面積（㎡）×アン
ケート調査に基づく建物用途別の契約電力（W/㎡）により集計。

• 2030年度の推計としてＥ！まち協議における2030年度までに整備が
見込まれる建物を考慮して自立分散電源比率を推計。

2024年度時点の都心強化先導エリアにおける自立分散電源比率は約18.6％。

「Ｅ！まち協議」における2030年度までに整備が見込まれる建物を加えると約27.4％となり、2050年度までに
目標は概ね達成される見込み。

目標値

都心強化先導エリアにおける自立分散電源比率の推移

強靭の目標 2050年までに都心強化先導エリアの分散電源比率を30％以上に
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⑶ 「快適・健康」の取組の進捗

都心エネルギーマスタープラン策定時（2018年３月）と比較して、現時点までに竣工している建物における公開
空地等の面積の増加率は約35％となっている。

更に、計画中の建物も含めると2017年度比で約167％となる見込み。

2017年度比 約167％

札幌都心における公開空地等の増加推移

目標値（約105,000㎡）

快適・健康の目標 都心の回遊性を向上させるとともに、心地よく健康的に過ごせる場所を２倍に

公開空地等の整備面積の推移

＜公開空地等の面積の算出方法＞
都心エネルギーマスタープランの計画対象区域におい
て、建替更新等に合せて整備された公開空地等（広
場・歩道状空地等）の面積を「2017年度以前」「2018
年度～現在」「計画中（未竣工）」の期間別に集計し、
伸び率を算出。

52,432 ㎡

70,679 ㎡
⇒+約35％

87,713 ㎡
⇒+約32％

2017以前


